
 第３６３回理事会次第 

一般社団法人日本コミュニティーガス協会 

日  時  ２０１９年５月１７日（金） １４時００分～１５時３０分（予定） 

場  所  東京都千代田区 「霞山会館」  牡丹の間 

会議成立報告   

挨  拶     

議事録署名人   

議  題 

Ⅰ．会務関係  

 ＜審議事項＞ 

 １．平成３０年度事業報告書（案）について         資料No. １ 
 ２．平成３０年度決算書（案）について      〃 No. ２ 
 ３．第４９回定時総会の開催について      〃 No. ３ 
 ４．２０１９年度協会表彰（案）について      〃 No. ４ 
 ５．入会の承認について(２０１９年３、４月度)      〃 No. ５ 
 ６. 役員人事について（案）                         〃 No. ６ 
 ７．その他   

 ＜報告事項＞ 

 １．第３７回制度設計専門会合の審議概要について               〃 No. ７ 
２. 第７回ガス事業制度検討ワーキンググループについて            〃 No. ８ 
３. 経過措置料金規制に係る団地の指定解除について              〃 No. ９
４. その他 

Ⅱ．事務局報告 

1. 委員会関係 

（１）総務委員会関係（第１回委員会）                  〃 No.１０ 
（２）業務委員会関係（第１回委員会の審議概要）              〃 No.１１ 
（３）技術委員会関係（第１回委員会の審議概要）              〃 No.１２  
２．事業者登録状況（２０１９年３、４月度）                〃 No.１３ 
３．コミュニティーガス事業生産動態統計（２０１９年１、２月度）    〃 No.１４ 
４．その他 

(1)家庭用販売量及び消費原単位の推移（平成３０年１２月） 

  (2)平成３０年都道府県別ガス販売量 

Ⅳ．次回理事会の開催予定について

  ２０１９年６月２０日（木） １３時５０分～（予定） 於：都内「霞山会館」    

以 上 
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 2019 年度 第 1回事務局長会議の開催について

記 

１．日 時 2019 年 6 月 21 日（金）10 時 00 分～13 時 30 分予定 

２．場 所 協会会議室 

３．議 題 

  １．コミュニティーガス事業の普及促進策について 

２．標準係数改定の検討について  

  ３．2019年度経年管実態調査協力依頼について 

  ４．2019年度「ガスと暮らしの安心」運動の概要について   

  ５．各種申込書様式の一部変更について 

  ６．軽減税率の伝票作成について 

７．その他 

                                以上 
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電力・ガス取引監視等委員会 第３７回制度設計専門会合 議事概要 

１．日時 ２０１９年４月２５日（木）１３ ３０～１４ ０５（ガスのみ） 

２．場所 経済産業省本館１７階第１～第３共用会議室 

３．出席者（委員） 
稲垣座長、林委員、圓尾委員、安藤委員、岩船委員、大橋委員、草薙委員、 
新川委員、武田委員、辰巳委員、松村委員、山内委員 

（オブザーバー・ガス） 
大浦 夏樹   JXTGエネルギー株式会社 ガス事業部 部長 
奥田 久栄   株式会社JERA 常務執行役員 経営企画本部長 
佐藤 美智夫  東京電力エナジーパートナー株式会社 常務取締役 
沢田 聡    一般社団法人 日本ガス協会 専務理事 
松井  毅    大阪ガス株式会社 代表取締役 副社長執行役員 
内藤 理    一般社団法人 全国ＬＰガス協会 専務理事 
籔内 雅幸   一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 専務理事 
下堀 友数   資源エネルギー庁 ガス市場整備室長 

４．議題（ガスのみ） 
LNG市場の実態と需給調整（株式会社JERA）ガスの卸取引にについて 

５．意見等 
 ㈱JERAにおける「LNG市場の実態と需給調整」(別邸資料)についての説明 

 LNG市場において短期契約やスポット取引の割合が３割を占め拡大傾向にあり、JERAに
おいても、年間調達量の3500万トンの内、20％の700万トンに拡大している。しかし、日
本では、長期契約をベースとした資源の安定確保は重要な命題の一つである。 
 契約条件の趨勢を見ると、「供給源の多様化」「官民一体となった取り組み」「現下の
市況」が相まって、LNGの取引実態の柔軟化が実現しつつある。 
 自由化による競争の激化、太陽光発電等の再生可能エネルギー導入の拡大により、発電
用LNGの変動幅が拡大し、LNGの燃料所要量の予測困難化から、短期から中長期的にも影
響が出てきている。 
 長期契約による資源の確保と短期スポット契約を活用した需給変動対応の両面での企業
努力が求められる。 

 委員からの意見 
 旧一般ガス事業者と旧一般電気事業者ではLNGの調達関係が異なり、LNGの長期契約と
短期スポット契約の割合も大手旧一般ガス事業者は長期契約の割合が高いと思われる。長
期契約が全部悪いわけではなく、長期契約が終了したものから短期に切り替えていくべき
と考えている。LNGを獲得する全てのプレーヤーが努力するべきとありながらも、JERAの
考えとして、旧一般ガス事業者はどのレベルの努力をするべきなのか、「企業努力の必要
性」とまとめられた場合に、どの様な考えを持っているのか聞かせて頂きたい。 
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 ガス事業者は都市ガスを供給することが事業であり、原料のほぼ全てがLNGであること
から、調達にあたっては安定供給、価格の安定を重視せざるを得ない。その為、長期契約
が中心となり価格変動の激しいスポット契約等は電気事業者より少なくなる。 
また、所有する発電所も旧一般電気事業者と比べて圧倒的に少なく、LNGが余剰となっ

た際に発電用とすることは簡単な事ではないことを理解していただきたい。 
異なる市場環境を生かしながらガス事業者としても柔軟な需給調整を目指したい。例と

して、欧州企業と連携するとか、米国産シェールガスの輸入拡大に取り組むとかいった
LNG調達における柔軟性の向上について大手を中心に取り組んでいる。 
安価で安定的かつ柔軟にバランスよく実現していくか、この様な観点からLNGを調達す

るために企業努力を続けていくが、原料のほぼ全てがLNGであるというガス事業の特性を
踏まえて卸契約にあたっては、現実的にどの形態が望ましいのか幅広い視点で検討を願い
たい。 

 企業によってLNGの調達の仕方、数量調整をどのように図っていくのか取り組みの仕方
も異なって、それが企業の戦力となってくる。各社によって取り組みの方向が違うので、
結果として卸契約を結ぶ時の条件提示が違ってくる。小売り事業者がどの卸元を選ぶのか
決めていく。そのような環境が出来ていくのが理想と考える。JERAとしては、ここの部分
を差別化のポイントとし今後の卸契約の中に訴求していく。 

 JERAの資料「求められる柔軟性」の中で、「自由化による離脱需要」がでてくることは
非常に残念なことだ。電力の改革でこの様な意識がなくなることを願っている。 
また、ガス事業者が認識していただきたいことは、ガス事業はLNGしか選択肢がないか

ら安定供給の為に確実に確保することが最終論であり、高い値段をつけられても買ってし
まう。柔軟性のある電力業界もガス業界が高値で買っているのだからと、あなたには売れ
ませんとなると日本全体にとって迷惑なことだ。安定供給の美名の下に高値づかみの言い
訳にしてはいけない。本来なら安定的に買うのだから、もっと安くしてということは可能
なはずで、長期契約で買わざるを得ないとき高値の口実にされないようにしていただきた
い。 

 長期契約と短期契約を含めた多様な契約条件がそろっていることが需要家にとってメリ
ットがあることだ。 
 調達の柔軟性を考えた場合に日や月の変化で示されているが、今の時点では年単位で考
えなければならない。発電事業においては、今後さらに拡大していく方向と考えるが、原
子力を再稼働するしないかで火力のところが大きなインパクトを受ける。その年単位の変
動をコントロールしなければならないことが電気事業にとって大事なことだ。 
 都市ガス事業を考えると、そこまでの変動はなく少しずつ需要を積み上げていくの電気
事業に比べ安定性の高いビジネスだと考える。短期長期の観点だけを見れば電気事業を主
としているところと、ガス事業を主としているところで差がでてくることは当然のこと
だ。JERAから冒頭に説明があった通り「供給源の多様化」「官民一体となった取り組み」
「需給の緩み」が起きているということを生かしながら、長期短期ではなく消費者の為に
より安いものを確保する努力をしていくことを見せていただきたい。 
 都市ガス会社としては中途解約補償料が高いと言われないように、安いものを確保する
ように努力していくことが必要と考えるので、都市ガス会社の取り組みのプレゼンを聞き
たい。 

以上 
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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 

ガス事業制度検討ワーキンググループ（第７回）審議概要 

１．日 時 ２０１９年３月２８日（木） １７：３０～１９：００  

２．場 所 経済産業省１７階国際会議室 

３．出席者＜委員＞  

山内座長、市村委員、大石委員、男澤委員、柏木委員、草薙委員、武田委員 

二村委員、松村委員、山野委員 

＜オブザーバー＞  

佐藤（押尾常務理事代理）  石油連盟 

佐藤 美智夫 東京電力エナジーパートナー株式会社 常務取締役 

沢田 聡   一般社団法人日本ガス協会 専務理事 

戸出 繁   国際石油開発帝石株式会社 国内エネルギー事業本部 

ガス事業企画ユニットジェネラルマネージャー 

中島 俊朗  石油資源開発株式会社 経営企画部長 

＜経済産業省＞  

村瀬電力・ガス事業部長、吉野電力・ガス事業部政策課長、 

下堀ガス市場整備室長、田村ガス安全室長、木尾電力取引制度企画室長  

４．議事次第 

  1．開会 

  2．説明・討議 

（1）ガス卸供給について 

（2）一括受ガスについて 

（3）熱量バンド制に関する調査報告 

3．閉会 

５．議事概要  

○ 事務局より資料説明後、自由討議 

議題１  

＜ガス卸供給にについて＞ 

○ 相対卸取引活性化策を「スタートアップ卸」に改称する。 

○ 卸元事業者（都市ガス大手３社、準大手６社）に７月までの利用受付開始、来年３月ま

での卸供給開始を実施させる提案をした。 

○ 供給の形態はワンタッチ卸による需要場所の需要の全量供給で、契約期間は１年間とし、

利用上限量は大手都市ガス３社の供給区域で年１００万 、準大手６社の供給区域で年

５０万 とする。

○ 卸元のガス会社は利用事業者に上限価格を提示し、相対交渉で決める。上限価格は卸元が
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公表している旧一般ガス事業者の標準メニューの最も低廉な小売料金から一定経費を控

除し、この上限価格は託送料金を下回らないことも確認された。 

○ 新規参入の能力がある大手電力会社等はスタートアップ卸の対象外にする考えを、その

条件の原案と共に示した。しかし、原案のままだと東京ガスエリアで東電ＥＰが利用で

きるため違和感があるため、「ガス発生設備を保有する事業者と関係会社を除外する」

という原案の条件に加え「年間の需要規模が７千万 以上」の実績を持つ事業者とその

関係会社も除外することとした。 

○ 対象となる利用事業者の基準が事業の期間でなく規模であることから、「参入３年目に

なったらすぐに対象外」でないことが明確にされた。 

議題２ 

＜一括受ガスについて＞ 

○ 一括受ガスの代替策として検討を進めている需要家代理モデルに関しては、ガスの小売

営業に関する指針の改定や新規ガイドラインの整備の必要性を示した。 

○ 記載する項目案として「代理モデルの活用で期待されるメリット」「需要家の代理人か

ら需要家への説明・書面交付」「代理モデルに基づくガスの供給を一括受ガスと区別し

一括受ガスと呼称しないこと」。 

○ 自己契約・双方代理をはじめ「代理人にとって利益となり需要家にとって不利益となる

代理行為」全般が利益相反行為として無権代理行為となり得る旨を記載することを提案

した。 

議題３ 

＜熱量バンド制に関する調査報告＞ 

○ 熱量バンド制は、熱量の変動幅を適正に設定できれば、輸入ＬＮＧの低熱量などに低コ

ストで対応できる可能性があるが、同制度への移行には、導管網への熱量計追加、ガス

料金算定方法の変更、ガス機器の調整などのコスト増要因もある。今回、ガス機器の影

響調査と、諸外国の実態調査を行った報告があった。 

○ ガスコンロとエネファームを対象に、熱量「４０～４６ＭＪ」の一定の幅を設定して実

機検証を行った結果、ガスコンロもエネファームも安全面の基準値は超えなかった。 

○ 機器影響調査では、機器メーカーへの意見聴取も行い、ほぼ全てのガス機器で安全面・

性能面等に影響が出る、または出る可能性があるとされた。これらを踏まえ、今後経年

機器等への追加調査、排気中の窒素酸化物等の環境規制への影響調査を行う。 

○ 諸外国の先行事例の実態調査では、韓国の実態の報告があり１２年７月から熱量バンド

制を導入し、バンド幅は２段階で広げ４１～４４．４ＭＪとなっている。月間加重平均

で±２％に設定。消費場所での変動を考慮しガス送出地点では±１％で運用している。 

消費機器については、一部の発電用や産業用の設備は調整が必要だが、それ以外は問題

ない。 

○ 欧州では、複数のガス田のガスが導管網の中で混合されているため熱量の変動を認めて

いる。近年、産業用燃焼機器で問題が生じやすくなっており、ドイツでは変動幅±２％

～±７.５％の幅による影響調査を行い、±２％を超える場合は問題が生じやすいと結論

付けている。 

○ ガスエンジンは熱量が変動すると、火炎の燃焼速度の違いで悪影響が出る。一方、ガス



3 

機器などは国際的に輸出するため、メーカーのチェックや情報収集を踏まえた上で、国

力増強のための方向性を考えるべき。 

○ 低品質ガスを理由にした機器の故障や安全性の欠如は絶対に避けなければいけない。エ

ネファーム等の精密で高性能な危機が家庭にも普及している日本と諸外国は違うという

慎重論もでた。 

６．次回については後日ご案内する。 

以上 
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2017年4月
～2018年12月

2019年
3月1日

2019年
6月1日

2019年
9月1日

経過措置 経過措置 経過措置 経過措置

指定団地 指定団地 指定団地 指定団地

1 2.9% 0 1 2.4% 0 1 2.4% 0 1 2.4%
北海道 333 10 343 -4 0 331 8 339 0 331 8 339 0 331 8 339

▲ 4 5.9% 0.6% 4.6% 6.3% 0.0% 5.5% 0.6% 4.6% 0.0% 5.5% 0.6% 4.6% 0.0% 5.4% 0.7% 4.6%

88 13.3% 1 99 8.7% 0 99 8.7% 0 99 5.9%
東北 542 83 625 -13 1 559 53 612 0 559 53 612 17 576 36 612

▲ 1 9.6% 4.8% 8.5% 20.3% 0.8% 9.2% 4.2% 8.4% 0.0% 9.2% 4.2% 8.4% 54.8% 9.5% 2.9% 8.4%

266 34.3% 38 374 26.9% 5 379 26.6% 6 385 26.3%
関東 1,385 722 2,107 -21 48 1,525 561 2,086 7 1,532 554 2,086 6 1,538 548 2,086

▲ 7 24.5% 41.8% 28.6% 32.8% 40.7% 25.2% 44.2% 28.5% 50.0% 25.3% 44.1% 28.5% 19.4% 25.2% 44.8% 28.5%

124 28.9% 7 156 23.1% 2 158 22.6% 2 160 22.3%
中部 468 190 658 -8 10 500 150 650 3 503 147 650 2 505 145 650

8.3% 11.0% 8.9% 12.5% 8.5% 8.3% 11.8% 8.9% 21.4% 8.3% 11.7% 8.9% 6.5% 8.3% 11.8% 8.9%

10 0.0% 0 10 0.0% 0 10 0.0% 0 10 0.0%
北陸 292 0 292 -4 0 288 0 288 0 288 0 288 0 288 0 288

5.2% 0.0% 4.0% 6.3% 0.0% 4.8% 0.0% 3.9% 0.0% 4.8% 0.0% 3.9% 0.0% 4.7% 0.0% 3.9%

123 33.4% 15 177 26.3% 0 177 26.3% 1 178 26.1%
近畿 679 340 1,019 -10 18 744 265 1,009 0 744 265 1,009 2 746 263 1,009

12.0% 19.7% 13.8% 15.6% 15.3% 12.3% 20.9% 13.8% 0.0% 12.3% 21.1% 13.8% 6.5% 12.2% 21.5% 13.8%

86 13.1% 4 96 8.7% 0 96 8.7% 0 96 8.7%
中国 549 83 632 -13 6 565 54 619 0 565 54 619 0 565 54 619

9.7% 4.8% 8.6% 20.3% 5.1% 9.3% 4.3% 8.5% 0.0% 9.3% 4.3% 8.5% 0.0% 9.3% 4.4% 8.5%

50 17.6% 1 61 12.5% 2 63 11.9% 4 67 10.8%
四国 291 62 353 0 2 309 44 353 2 311 42 353 4 315 38 353

5.1% 3.6% 4.8% 0.0% 1.7% 5.1% 3.5% 4.8% 14.3% 5.1% 3.3% 4.8% 12.9% 5.2% 3.1% 4.8%

166 20.4% 18 205 11.3% 0 205 11.1% 0 205 11.1%
九州 931 238 1,169 7 33 1,043 133 1,176 2 1,045 131 1,176 0 1,045 131 1,176

16.5% 13.8% 15.8% -10.9% 28.0% 17.2% 10.5% 16.1% 14.3% 17.2% 10.4% 16.1% 0.0% 17.2% 10.7% 16.1%

1 0.5% 0 1 0.5% 0 1 0.5% 0 1 0.5%
沖縄 181 1 182 2 0 183 1 184 0 183 1 184 0 183 1 184

3.2% 0.1% 2.5% -3.1% 0.0% 3.0% 0.1% 2.5% 0.0% 3.0% 0.1% 2.5% 0.0% 3.0% 0.1% 2.5%

915 23.4% 84 1,180 17.3% 9 1,189 17.2% 13 1,202 16.7%
全国　計 5,651 1,729 7,380 -64 118 6,047 1,269 7,316 14 6,061 1,255 7,316 31 6,092 1,224 7,316

▲ 12 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＊　斜体の数字は自由化団地の内、シェア５０％超の団地数 　　　（注）旧簡易ガス団地が廃止された数及び指定団地・自由化団地の内訳は把握していない。

＊＊下段のパーセンテージは全国計に占める割合 【出典：生産動態統計 ほか】

団地 計

▲は、生産動態統計で旧簡易ガスに区分された旧一般ガスの供給区域。（関東局については見直しを行い、▲１⇒▲７に修正。）

団地 計 解除予定
自由化
団地

団地 計 解除予定
自由化
団地

指定解除
自由化
団地

2019年3月1日推定
（2019年2月生産動態統計BASE）

2019年6月1日見込
（2019年2月生産動態統計BASE）

2019年9月1日見込
（2019年2月生産動態統計BASE）

自由化
団地

団地 計
供給地点群

数
の増減

2017年3月31日

（一社）日本コミュニティーガス協会

2019年4月25日

経過措置指定団地の2019年3月解除並びに6月及び9月解除見込み

2019年度第221回常任理事会
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(一社)日本コミュニティーガス協会 第４９回定時総会等運営（案）

期 日：２０１９年６月２０日（木）

場 所：霞山会館（℡３５８１－０４０１㈹）

次    第 氏      名 時  間（予 定） 経済産業省・エネ庁出席予定者

１．常任理事会

（Room５） 会 長  鴇田 勝彦 他 １３：００～１３：４０

２．理 事 会

（Room１、２） 同    上 １３：５０～１４：５０

下堀ガス市場整備室長

田村ガス安全室長

３．定時総会

（牡丹の間）

１）成立報告

２）会長挨拶

３）来賓祝辞

４）議長選出

５）議事録署名人選出

６）議案審議

・第１号～５号

７）表  彰

８）閉  会

司会 専務理事 籔内 雅幸

専務理事  籔内 雅幸

会 長   鴇田 勝彦

世耕経済産業大臣

（村瀬電力・ガス事業部長）

会 長   鴇田 勝彦

   同    上

進行 会 長

説明 専務理事 籔内 雅幸

会 長   鴇田 勝彦

専務理事  籔内 雅幸

１５：００～１６：４５ 世耕経済産業大臣

（村瀬電力･ガス事業部長）

下堀ガス市場整備室長

田村ガス安全室長

４．懇親会

（霞山の間）

 １）開  会

 ２）会長挨拶

 ３）来賓祝辞

 ４）乾  杯

５）閉会の辞（中締め）

司会 総務部長 小楠 康晴

総務部長  小楠 康晴

会 長   鴇田 勝彦   

村瀬電力・ガス事業部長

福島大臣官房審議官

副会長   和田 眞治

１７：００～１８：３０ 村瀬電力･ガス事業部長

福島大臣官房審議官（産業保安）

下堀ガス市場整備室長

田村ガス安全室長

2019年度第221回常任理事会
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（会員事業者数）

予定回数
／人員 1/ 17 1/ 50 3/ 250 1/ 60 1/ 24 2/ 120 9/ 521

回数

人員 52
予定回数
／人員 2/ 120 1/ 170 3/ 590 1/ 160 1/ 160 1/ 45 1/ 100 10/ 1345

回数

人員 148
予定回数
／人員 2/ 200 4/ 700 5/ 1800 2/ 100 2/ 360 1/ 600 1/ 500 17/ 4,260

回数

人員 354
予定回数
／人員 1/ 100 2/ 220 2/ 750 3/ 390 2/ 300 1/ 20 1/ 80 12/ 1,860

回数

人員 103
予定回数
／人員 2/ 55 1/ 280 1/ 60 1/ 5 1/ 16 1/ 60 1/ 60 8/ 536

回数

人員 42
予定回数
／人員 1/ 60 2/ 190 4/ 660 4/ 500 1/ 20 2/ 250 1/ 40 15/ 1,720

回数

人員 176
予定回数
／人員 1/ 60 1/ 150 3/ 530 2/ 250 2/ 250 1/ 40 2/ 110 12/ 1,390

回数

人員 123
予定回数
／人員 1/ 20 2/ 60 2/ 200 1/ 80 1/ 80 1/ 20 1/ 60 9/ 520

回数

人員 65
予定回数
／人員 1/ 120 2/ 230 3/ 610 3/ 350 1/ 40 2/ 80 12/ 1,430

回数

人員 224
予定回数
／人員 1/ 12 1/ 60 1/ 85 1/ 50 1/ 22 1/ 25 1/ 40 7/ 294

回数

人員 28

回数

人員 1,315

回数

人員 22 22

1 1

550 0 14,370

本部

116

726 2,021 5,468 2,271 1,330 323 1,001 0 680

11 15 0 2 1 0
支部合計

11 19 27 19 11

15 32314 85 98 44 44 23

1 9

1,400

沖　縄
1 2 2 1 1 1

12

93 231 592 380 38 66

1 2
九　州

1 2 3 3

53 51019 68 206 84 73 7

2 10

1,393

四　国
1 2 2 1 1 1

12

60 147 565 272 214 28 107

1 2
中　国

1 1 3 2 2

117 2,08574 205 661 509 509 10

1 16

519

近　畿
2 2 2 4 4 1

9

68 266 105 7 16 57

1 1 1
北　陸

2 2 2

62 1,82985 227 684 418 316 37

1 13

550 4,213

東　海
1 2 3 3 2 1

16

269 770 1579 100 322 623

2 2 1 1関　東 2 4 4

116 1,52488 149 580 375 174 42

1 10

574

東　北
1 1 3 2 1 1

9

24 71 237 84 31 127

1 2

（認） （再） トレーナー 延べ人員

北海道
1 1 3 1

ガス主任
技術者

説明会
その他

地区防災会
反省会

実施回数

 支部名　　　 受　　験 （認） （再） （技術） （経理）

2018年度　講習会等実施状況一覧表

区　分 講　　　　　　　　習　　　　　　　　　会

参　考丙種主任 調　　査　　員 保　安 業　務 ＰＥ管配管作業者 ＰＥ管

2019年度第221回常任理事会
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（2018．3末）
事業者数

会員数
未加入
事業者数

加入率（％）
（２０１９．3末）
事業者数

会員数
未加入
事業者数

加入率（％）

北 海 道 52 52 100.0 52 52 100.0

東 北 150
※2

149
3 99.3 148

※2

148
2 100.0

関 東 361
※3

362
2 100.6 355

※1

354
2 99.7

東 海 105 105 100.0 103 103 100.0

北 陸 42 42 100.0 42 42 100.0

近 畿 180
※1

180
1 100.0 176

※1

176
1 100.0

中 国 126 126 100.0 123 123 100.0

四 国 66 66 100.0 65 65 100.0

九 州 227 225 2 99.1 227 224 3 98.7

沖 縄 27 27 100.0 28 28 100.0

合 計 1,336 1,335 8 99.9 1,319 1,315 8 99.7

-17

-20

0

正　　　会　　　員　　　入　　　会　　　状　　　況
（　２０１９．３．３１　）

（注）
事業者数、会員数間の
差異について、理由は
以下のとおり。
①一支部内における、
同一企業の事業所単位
の入会による重複

②未加入事業者
（東北、関東、近畿、九
州各支部）

２０１８　年　３　月　末 ２０１９　年　３　月　末
備　　　　　　考

2019年度第221回常任理事会
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企業形態別 公　　　　　営
支部別 一般ガス兼業 その他の会社等 計 （一般ガス兼業）　 農業協同組合 その他の組合 計

8 34 42 10 10 52
(2) (2) (2)

26 111 137 3 6 2 8 148
(2) (2) (2)

38 243 281 25 48 73 354

5 76 81 7 15 22 103

3 30 33 1 7 1 8 42
(1) (1) (1)

11 143 154 1 12 9 21 176

8 106 114 1 5 3 8 123

1 55 56 6 3 9 65
(3) (3) (3)

13 169 182 18 24 42 224

1 26 27 1 1 28
(8) (8) (8)

114 993 1,107 6 87 115 202 1,315

（注）
２．会員数は、当該支部管内の同一企業において、それぞれ事業所単位で会員として入会しているため、事業者数よりその数だけ多い。

正　会　員　事　業　形　態　別　一　覧　表
（2019．3．31）

私　　　　　　　　　　　　　営 組　　　　　　　　　　　合
合　　　　　　計

北 海 道

東 北

関 東

東 海

北 陸

近 畿

中 国

四 国

九 州

沖 縄

合 計

１．（　　　）内数値は、未加入事業者である。


